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 目指す将来像の実現に向けた施策の展開 

（１） 施策展開の方向性を踏まえた必要施策 

目指す将来像に向けて設定した施策展開の方向性を踏まえ、本市では以下の必要施策に取り組みます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

  

利便性・回遊性の高い公共

交通ネットワークの構築 

各交通モードのサービス向

上を図るとともに、シーム

レスな公共交通網を構築

し、利便性・回遊性の向上

を図ります。 

地域に応じた持続可能な

公共交通体系の構築 

地域・需要等の状況に応じ

た交通手段を確保すること

により、持続可能性の高い

公共交通体系を構築しま

す。 

誰もが安全・安心に外出

できる交通環境の形成 

市民や来訪者が快適に外出

できるとともに、歩行者・

自転車を含むすべての交通

モードに関して、安全・安

心に外出できる交通環境を

形成します。 

Ⅰ．鉄道・バスを軸とした公共交通ネットワークの構築 『施策展開の方向性』から抽出したキーワード 必要施策 

・ 公共交通網の見直し 

・ より利便性の高いサービスを提供 

施策Ⅰ-①： 

路線バス再編 

・ 結節点強化 
施策Ⅰ-②： 

交通結節点の強化 

・ 持続可能な公共交通軸を形成 

・ 移動手段確保のためのサービスを維持 

施策Ⅰ-③： 

公共交通の維持 

・ より利便性の高いサービスを提供 
施策Ⅰ-④： 

バス走行環境の改善 

 
『施策展開の方向性』から抽出したキーワード 必要施策 

・ 公共交通軸を補完する交通環境を形成 

・ 持続可能な生活交通体系を構築 

・ 地域特性や利用者の需要に応じた交通サービスを提供 

施策Ⅱ-①： 

利用者の需要に応じた地域公共

交通の導入 

 

Ⅱ．市民の暮らしを支える生活交通体系の構築 

『施策展開の方向性』から抽出したキーワード 必要施策 

・ ICT の活用 

・ 利便性の高い交通サービスを提供 

施策Ⅲ-①： 

公共交通利用環境の改善 

・ 鉄道やバス、自転車等さまざまな交通手段で安心して

移動できる交通環境を形成 

施策Ⅲ-②： 

自転車利用環境の改善 

・ 鉄道やバス、自転車等さまざまな交通手段で安心して

移動できる交通環境を形成 

施策Ⅲ-③： 

歩行者環境の改善 

・ 観光客など市外からの来訪者にも積極的に公共交通を

利用してもらえるような取り組みを実施 

施策Ⅲ-④： 

まちのにぎわい創出 

・ 鉄道やバス、自転車等さまざまな交通手段で安心して

移動できる交通環境を形成 

施策Ⅲ-⑤： 

外出機会の促進 

・ 利用者負担の軽減 

・ 利便性の高い交通サービスを提供 

施策Ⅲ-⑥： 

公共交通利用者負担の軽減 

・ 観光客など市外からの来訪者にも積極的に公共交通を

利用してもらえるような取り組みを実施 

施策Ⅲ-⑦： 

公共交通と連携した観光振興の促進 

Ⅲ．みんなが安全・安心かつ快適に外出できる交通環境の形成 

『施策展開の方向性』から抽出したキーワード 必要施策 

・ 過度な自動車依存の状況から脱却 

・ 自動車以外の移動手段を選択する意識を醸成 

施策Ⅳ-①： 

公共交通利用の促進 

・ 人にも環境にもやさしいまちを形成 
施策Ⅳ-②： 

環境負荷の低減 

・ 自動車以外の移動手段を選択する意識を醸成 
施策Ⅳ-③： 

意識啓発イベントの実施 

・ 安全かつ安心して外出できる環境を形成 
施策Ⅳ-④： 

交通に関する情報提供 

・ 自動車以外の移動手段を選択する意識を醸成 

・ 安全かつ安心して外出できる環境を形成 

施策Ⅳ-⑤： 

公共交通ニーズの把握 

 

公共交通の利用に関する

市民意識の醸成 

Ⅳ．

 過度な自動車依存の状況から脱却するために、自動車以外の移動手

段を選択する意識を醸成し、人にも環境にもやさしいまちを形成し

ます。 

 移動に関するルールやマナーを守り、安全かつ安心して外出できる

環境を形成します。 

公共交通を持続的に運行す

るために、公共交通の利用

者である市民の意識の醸成

を図ることにより、公共交

通利用を促進します。 

 鉄道やバス、自転車等さまざまな交通手段で安心して移動できる交

通環境を形成します。 

 市内の公共交通について ICT の活用や利用者負担の軽減等により、

利便性の高い交通サービスを提供します。 

 観光客など市外からの来訪者にも積極的に公共交通を利用してもら

えるような取り組みを実施します。 

 通勤や通学、通院、買い物といった日常的な活動が行えるよう、公

共交通軸を補完する交通環境を形成します。 

 持続可能な生活交通体系を構築するために、地域特性や利用者の需

要に応じた交通サービスを提供します。 

 「コンパクト+ネットワーク」の考え方に基づき、市内の公共交通

網の見直し・結節点強化を図ることで、下関駅、新下関駅や市内の

地域拠点や生活拠点間を連絡し、市内各地域間を移動できる持続可

能な公共交通軸を形成します。 

 「市の中心的役割を担う都市拠点」と「固有の拠点機能を有する生

活拠点」を結ぶ公共交通軸を主要幹線軸とし、より利便性の高いサ

ービスを提供します。 

 「一定の都市機能を担う地域の核となる地域拠点」を結ぶ公共交通

軸を幹線軸とし、移動手段確保のためのサービスを維持します。 
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（２） 必要施策の展開 

取り組むべき必要施策について、その具体的内容と取り組む主体、スケジュールを次頁

以降に示します。 

なお、計画期間や実施主体については、以下のように定義します。 

 

 本計画では 10 年後（2028 年）を目標年次とします。 

 

 取り組みの実施期間を短期・中期・長期に分けて、実施スケジュールを示しま

す。 

 短期は 2018 年から 2020 年の 3 年間、中期は 2021 年から 2023 年の 3 年

間、長期は 2024 年から 2028 年の概ね 4 年間とします。 

 

 施策に具体的に取り組む主体は、以下のように定義します。 

 

 

 国  ：道路管理者を除く国土交通省を指します。 

山 口 県：道路管理者を除く山口県を指します。 

下 関 市：道路管理者を除く下関市を指します。 

道路管理者：国・県・市の道路を管理する部署を指します。 

交通管理者：山口県警を指します。 

交通事業者：鉄道事業者、バス事業者、タクシー事業者、航路運行事業者を指します。 

地 域 住 民：地域に住む住民を指します。 

地 域 団 体：地域で活動している団体を指します。 

民間事業者：民間の事業者を指します。 
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施策Ⅰ-① 

Ⅰ．鉄道・路線バスを軸とした公共交通ネットワークの構築 

 「コンパクト+ネットワーク」の考え方に基づき、下関駅、新下関駅や市内の地

域拠点や生活拠点間を連絡し、市内各地域間を移動できるよう、市内の公共交

通網を見直します。 

路線バス再編 

 

■取組内容              

 幹線と支線により構成されるゾーンバスシステ
ムの導入や駅や生活拠点等を中心としたバ
ス路線に再編します。 

■期待される効果             

 団子運行の状態が解消されることにより、バ
ス路線網の効率化が図られ、経費削減や収
益増加等が期待できます。 

 効率化を図ることで新規路線の設定や運行
本数の増便が期待できます。 

 長大路線を短くすることにより、バスの遅延が抑
えられ、定時性の向上が期待できます。 

■実施期間と実施主体           

 
 
 
 
 

▼ゾーンバスシステムのイメージ 

幹線と支線により路線の
効率化を図る

ゾーンバスの考え方

出典：国土交通省 

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

交通事業者
下関市

検討： 実施： 継続：

実施主体
実施期間

取組１ バス路線の再編 
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■取組内容              

 人口が集中している地域を中心に、駅や市庁舎など生活施設を循環するバスを導入します。 
■期待される効果             

 駅や商業施設等の拠点を横断的に結ぶことにより、拠点アクセスや拠点間移動などに関する利便性・
回遊性の向上が期待できます。 

 バス交通の利便性が向上することにより住みやすい環境となるとともに、中心市街地の求心力が高ま
り、まちの賑わい向上が期待できます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■実施期間と実施主体           

 
 
 
 
 

▼市街地循環バス路線のイメージ 

出典：国土交通省事例集 

取組 2 循環バス導入の検討 

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

交通事業者
下関市

検討： 実施： 継続：

実施主体
実施期間
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出典：ときがわ町 HP 

 

■取組内容               

 乗換拠点や駅へのアクセス道路が十分でない場所において、道路の拡幅整備などを検討します。 
■期待される効果              

 乗換拠点や駅へのアクセスにおいて、安全・安心な移動環境が確保され、公共交通の利用促進が図ら
れます。 

■実施期間と実施主体            

 
 
 
 
 

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

道路管理者

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体

施策Ⅰ-② 

 「コンパクト+ネットワーク」の考え方に基づき、下関駅、新下関駅や市内の地

域拠点や生活拠点間を連絡し、市内各地域間を移動できるよう、交通結節点の

強化を図ります。 

交通結節点の強化 

 

■取組内容              

 市内各地域における拠点を中心に、鉄道や
幹線バスと自動車や自転車、支線バス等の
多様な交通手段の乗り継ぎをしやすくするた
めに、駅前広場整備や快適な待合環境の
整備等の交通結節機能強化を検討します。 

■期待される効果             

 バス路線の再編のために必要な施設であり、
効率的なバスの運行が可能となります。 

 主要幹線軸と幹線軸の相互連携の強化が
図られます。 

 乗換拠点へのアクセス性を向上させることによ
り、公共交通の利用促進が図られます。 

■実施期間と実施主体           

 
 
 
 
 

▼乗換拠点のイメージ 

取組１ 乗換拠点の整備検討 

取組 2 乗換拠点や駅へのアクセス道路の整備 

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

交通事業者
下関市

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体

出典：埼玉県ときがわ町 
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施策Ⅰ-③ 

 「一定の都市機能を担う地域の核となる地域拠点」を結ぶ公共交通軸を幹線と

し、移動手段確保のためのサービスを維持します。 

公共交通の維持 

 

■取組内容               

 交通事業者が運行している路線を維持していくために、国・県・市が運行費を支援します。 
■期待される効果              

 生活に必要なバス路線が維持され、自動車を運転できない高齢者等の移動制約者の移動手段が確
保されます。 

■実施期間と実施主体            

 
 
 
 
 

取組 1 路線バスの運行補助 

施策Ⅰ-④ 

 「市の中心的役割を担う都市拠点」と「固有の拠点機能を有する生活拠点」を

結ぶ公共交通軸を主要幹線とし、より利便性の高いサービスを提供します。 

バス走行環境の改善 

 

■取組内容               

 現在運用しているバス専用/優先レーンを遵守
します。 

■期待される効果              

 バスの定時性・速達性が向上し、公共交通の
利用促進が図られます。 
 
 

■実施期間と実施主体            

 
 
 
 
 

取組 1 バス専用/優先レーンの遵守 
▼バス専用/優先レーン導入区間 

出典：下関市 

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

道路管理者
交通管理者

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

国
山口県
下関市

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体
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路線バス再編前後のイメージは以下のようになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再編前 再編後イメージ図 
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 通勤や通学、通院、買い物といった日常的な活動が行えるよう、公共交通軸を

補完する地域公共交通を導入します。 

 持続可能な生活交通体系を構築するために、地域特性や利用者の需要に応じた

交通サービスを提供します。 
 地域公共交通を検討するうえで重要な指標となる公共交通不便地域は以下のよ

うに定義します。 
 

本市における公共交通不便地域は、バス停から半径 300m 以遠、 
鉄道駅から半径 800m 以遠の地域とする。 
 

施策Ⅱ-① 

Ⅱ．市民の暮らしを支える生活交通体系の構築 

利用者の需要に応じた地域公共交通の導入 

 

■取組内容              

 合併前の地域で運行されていた「生活福祉
バス」をベースに、菊川、豊北、豊田地域に
おいて運行している市町村運営有償運送の
バスを運行します。 

 現在では、豊北地域で定時定路線、豊田
地域で予約制、菊川地域で両方の運行形
態にて運行しています。 

■期待される効果             

 車を持っていない、または、自由に利用できな
い、高齢者や学生などの移動制約者に対し
て、生活の足が確保されます。 

■実施期間と実施主体           

 
 
 
 
 

▼下関市生活バス 

出典：下関市 

取組１ 生活バスの運行 

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

下関市

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体
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■取組内容              

 公共交通を利用できない遠距離通学児童・
生徒のために、スクールバスを運行します。 

■期待される効果             

 児童の通学手段が確保されます。 
 自動車を使った送迎を行う必要がなくなり、

親の負担が軽減されるとともに自動車利用
が抑制されます。 

■実施期間と実施主体           

 
 
 
 
 

▼スクールバス 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：下関市 

取組 3 スクールバスの運行 

 

■取組内容              

 地域の組織である協議会等が中心となり、
地域の需要及び状況に即して運行している
乗合タクシーに対して支援します。 

■期待される効果             

 車を持っていない、または、自由に利用できな
い、高齢者や学生などの移動制約者に対し
て、生活の足が確保されます。 

■実施期間と実施主体           

 
 
 
 
 

▼コミュニティタクシー（粟野地区） 

出典：下関市 

取組 2 コミュニティタクシーの支援（粟野地区等） 

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

下関市

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

下関市

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体
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出典：下関市 

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

下関市

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体

 

■取組内容              

 「竹崎」－「六連島」間、「吉見」－「蓋井
島」間をそれぞれ結ぶ市営渡船を運航しま
す。 

■期待される効果             

 離島居住者の移動手段が確保されます。 
 
 
■実施期間と実施主体           

 
 
 
 
 

▼下関市営渡船 
 
 
 
 

取組 5 離島航路の運行 

 

■取組内容              

 菊川、豊田、豊浦、豊北の区域に住所を有する、寝たきり又は歩行が著しく困難な高齢者又は身体障
害者が通院等を行う場合に、移送車両によりドア・ツー・ドアの個別輸送を行います。 

■期待される効果             

 寝たきり又は歩行が著しく困難な高齢者又は身体障害者の移動手段が確保されます。 
■実施期間と実施主体           

 
 
 
 
 

取組 4 市町村運営有償運送(外出支援サービス)の実施 

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

下関市

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

下関市

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体

出典：下関市 
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■取組内容              

 収支率 10％の運行基準を満たしていない生活バスについて、地域のニーズを踏まえ、運行経路や運行
形態、運行本数、車両の大きさ等の見直しを行い、生活バス路線を再編します。 

■期待される効果             

 需要に応じたサービス水準の見直しを行うことで効率化が図られ、経費削減や収益増加等が期待できま
す。 

 利用ニーズにあった運行サービスとすることで、公共交通の利用を促進します。 
■実施期間と実施主体           

 
 
 
 
 

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

下関市

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体

 

■取組内容              

 公共交通不便地域のアクセス改善や生活交通の確保のために、コミュニティ交通の導入やバス停新設
など新たな支援策による移動支援について検討します。 

■期待される効果             

 公共交通不便地域内の自動車に依存しない移動手段が確保されます。 
 駅やバス停までのアクセスが出来ない人の公共交通の利用促進が図られます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■実施期間と実施主体           

 
 
 
 
 

▼地域公共交通のイメージ 

取組 6 生活バス路線の再編 

取組 7 地域公共交通の導入 

出典：国土交通省資料に加筆 
 

地域公共交通 

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

地域住民
地域団体
下関市

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体
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▼コミュニティバス導入基準の例 

出典：相模原市 

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

下関市

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体

 

■取組内容              

 鉄道・幹線バス路線網がカバーできない公共交通不便地域において、需要に応じた公共交通を確保す
るために、住民発意により行う、考え方やルール等を取りまとめた地域公共交通導入基準を作成し、運
用します。 

 運用にあたっては、住民、交通事業者、市の 3者が適切な役割で連携していきます。 
■期待される効果             

 住民発意で地域の実情を考慮した地域公共交通を検討することで、住民のニーズに合ったサービスの導
入が期待できます。 

 ルールを定めることで、地域公共交通の導入に関する役割分担が明確となり、住民が取り組みやすくなり
ます。 

 住民と交通事業者と行政が連携して運用を図る仕組みを作ることで、持続可能な運行が可能になりま
す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■実施期間と実施主体           

 
 
 
 
 

取組 8 地域公共交通の導入基準の作成・運用 

▼コミュニティバス導入基準の例 

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

下関市

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体

出典：相模原市 
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施策Ⅲ-① 

Ⅲ．みんなが安全・安心かつ快適に外出できる交通環境の形成 

 市内の公共交通について ICT の活用など利用環境を改善し、利便性の高い交通

サービスを提供します。 

公共交通利用環境の改善 

 

■取組内容              

 高齢者や妊産婦、障害者等への快適な利
用に資するノンステップバスの導入を促進しま
す。 

■期待される効果             

 高齢者や妊産婦、障害者の方が利用しやす
い環境となることで、バスの利用促進が図ら
れます。 

■実施期間と実施主体           

 
 
 
 
 

▼ノンステップバス 

出典：サンデン交通株式会社 

取組１ ノンステップバスの導入促進 

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

交通事業者

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体
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■取組内容              

 GPS等を用いて、バスの位置情報を収集し、バス停の表示板、携帯電話、パソコンに路線バスのリアルタ
イムの運行情報を提供します。 

■期待される効果             

 自分の乗りたいバスが今どこを運行しており、あと何分程でバス停に到着するか等の情報がリアルタイムで
分かることで、バス利用者が計画的に行動できるようになります。 

 待ち時間の把握による利便性の向上により、バスの利用促進が図られます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■実施期間と実施主体           

 
 
 
 
 
 

▼バスロケーションシステム導入事例 

取組 2 バスロケーションシステムの導入検討 

これまで 

出典：国土交通省 

これから 

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

交通事業者

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体
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■取組内容              

 バス利用者の多いバス停を中心に、上屋や
ベンチの設置等の待合環境を整備します。 

■期待される効果             

 上屋の設置により、天候に左右されることなく
バスを快適に利用することができます。 

 ベンチの設置等により、待合環境の快適性
が向上し、公共交通の利用促進が図られま
す。 

■実施期間と実施主体           

 
 
 
 
 

▼快適なバス待ち環境の例（横浜市事例） 

取組 3 バス停の待合環境整備 

 

■取組内容              

 路線バス運行区間内の安全な乗降・停車が確保できる場所・区間に対して、停留所以外でのバス乗降
を可能とする制度（フリー乗降制度）の導入を検討します。 

■期待される効果             

 バス停まで移動せずにバスが利用できるため、バスの利用促進が図られます。 
 バス停を整備しないで済むため、運営コストを下げることができます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■実施期間と実施主体           

 
 
 
 
 
 

▼バスフリー乗降の導入例 

取組 4 バスのフリー乗降制度の導入検討 

パートナーシップ 
協定 

地域住民とバス事業者の話し合い 

地域住民の要望で 
団地内フリー乗降等を実施 バスのイベント等で乗車促進運動 

を実施 

団地内でフリー乗降を実施することで、
よりドア toドアの移動の実現に近づく 

出典：日立電鉄交通サービス株式会社資料、国土交通省 

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）

交通事業者
下関市

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体

短期（～3年） 中期（3～6年） 長期（6～10年）
地域団体
民間事業者
交通事業者
下関市

検討： 実施： 継続：

実施期間 実施主体


